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３-２ 実現性の検討（１次サウンディング）

（１）サウンディング調査の実施手法
一般的にサウンディング調査については、「公募型」と「個別協議型」の方法が想定さ

れる。また、本業務におけるサウンディング調査は、これまでの検討結果や当該地区で実
施する事業内容等を踏まえて、官民連携事業による事業化の可能性を民間事業者に確認す
るものとした。
そのため、実施する事業内容に関して、参画に興味を持つ事業者がいるかどうかを確認

することをメインとして想定しており、これまで県等にアプローチしてきている事業者等
を調査対象とした。その他、本検討で行う土地利用計画をもとにした民間事業の可能性に
ついては、誘致したい業種、事業者等をふまえて、「個別協議型」でサウンディングを実
施した。

地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き（H30.6 国土交通省総合政策局）
本調査の調査先は、想定される事業等の経験が豊富で、多面的な事業展開が考えられるデ
ベロッパー等への調査を優先して実施し、想定する事業内容について、意見を幅広く確認
することとした。また、昨年度の継続調査を優先しつつ、デベロッパーの意見等を踏ま
え、ヒアリング先を一部追加・変更するものとした。

本調査での位置づけ
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（２）ヒアリング資料作成
１）調査票
調査票を以下の通り作成した。
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（３）ヒアリング結果整理
ヒアリング結果を以下の通り整理した。
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３-３ 土地利用計画（案）の作成

土地利用計画の現時点案を作成した。
※土地利用イメージについては調整中である。
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※
土
地
利
用
イ
メ
ー
ジ
に
つ
い
て
は
調
整
中
で
あ
る
。



４-1

第４章交通結節機能の整理
４-１ 交通結節機能の検討

（１）必要規模の設定
「3章 土地利用計画（案）の整理」を踏まえ、各交通結節機能における必要規模を設定

した。ターミナルの利用数が最大となる過年度実施の「長崎港港湾機能施設整備工事（設
計業務委託）」の条件を踏襲した。

【停留所規模イメージ】2面 1線

2 面 1 線へ見直し

停留所 延長 約 36m

総延長 約 40m

停留所幅員

約 2.5m

約 2.0m

約 2.0m

総幅員

約 9.0m
軌道幅員

約 3.0m
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設計条件の整理
本検討での設計条件について、次頁以降に一覧表を整理した。

※以降に示す平面図等は交通形態を検討、解析するための資料であり、道路線形を確定さ
せるものではない

※路面電車の事業者である長崎電気軌道㈱との協議が未了であり、今後延伸についての条
件を整理し、協議を進める必要がある

※交通管理者の県警等との関係機関協議を実施し、意見の反映を行う必要がある
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表 ４-1 設計条件一覧（1/2）
採
用

値
設
定

根
拠

出
典
・

参
考

・
第
4
種
第
1
級

⇒
現
況
交

通
量
を

も
と
に

道
路
規
格

に
よ
り

設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
V
=
5
0
k
m
/
h

⇒
街
中
で

あ
り
、

前
後
区

間
の
規
制

速
度
と

同
等
と

し
て
設

定
・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

車
道

・
3
.2
5
ｍ

⇒
道
路
規

格
に
よ

り
設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

車
線

数
・

4
車

線
⇒

現
況
と

同
様

―

路
肩

・
0
.5
ｍ

⇒
道
路
規

格
に
よ

り
設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

植
樹

帯
・

1
.0
ｍ

⇒
第
4
種
第
1
級
、
第

2
級

は
原
則

設
置
（

そ
の
他
道

路
は
必

要
に
応

じ
て
設
置

）

⇒
植
樹
帯

幅
員
の

特
例
値

を
設
定
（

発
注
者

指
示
）

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
過
年

度
成
果
（

長
崎
港

港
湾
機

能
施
設
整

備
工
事

（
設
計

委
託
）
/
オ
リ

コ
ン
R
3
.3
）

歩
道

・
3
.0
ｍ

⇒
レ
ン
タ

サ
イ
ク

ル
配
置

予
定
の
た

め
、
自

転
車
歩

行
者
道

幅
員
と
し

て
設
定

⇒
歩
行
者

交
通
量

が
多
い

場
合
は
4
.0
ｍ

、
そ
の

他
の
場

合
は
3
.0
ｍ

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
普
通
自

動
車

⇒
通
過
す

る
交
通

を
考
慮

し
て
設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
第
4
種
第
3
級

⇒
現
況
交

通
量
を

も
と
に

道
路
規
格

に
よ
り

設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
V
=
4
0
k
m
/
h

⇒
道
路
規

格
に
よ

り
設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

車
道

・
3
.5
ｍ

⇒
港
湾
技

術
基
準

の
大
型

自
動
車
が

多
い
場

合
の
幅

員
と
し

て
設
定

※
臨
港
道

路
B
成
果
と

整
合

・
港
湾
の

施
設
の

技
術
上

の
基
準

・
同
解
説

車
線

数
・

2
車

線
※

ロ
ー
タ

リ
ー
部
の

み
1
車
線

※
過
年
度

成
果
を

踏
襲

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
港
湾
の

施
設
の

技
術
上

の
基
準

・
同
解
説

路
肩

・
0
.5
ｍ

⇒
道
路
規

格
に
よ

り
設
定

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

植
樹

帯
・

1
.0
ｍ

⇒
過
年
度

成
果
を

踏
襲

⇒
第
4
種
第
1
級
、
第

2
級

は
原
則

設
置
（

そ
の
他
道

路
は
必

要
に
応

じ
て
設
置

）

⇒
植
樹
帯

幅
員
の

特
例
値

を
設
定
（

発
注
者

指
示
）

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
過
年

度
成
果
（

長
崎
港

港
湾
機

能
施
設
整

備
工
事

（
設
計

委
託
）
/
オ
リ

コ
ン
R
3
.3
）

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

歩
道

・
北
側
（

タ
ー
ミ

ナ
ル
側
）

：
3
.0
ｍ

・
南
側
（

民
間
開

発
用
地
側

）
：
2
.0
ｍ

⇒
レ
ン
タ

サ
イ
ク

ル
配
置

予
定
の
た

め
、
自

転
車
歩

行
者
道

幅
員
と
し

て
設
定

⇒
歩
行
者

交
通
量

が
多
い

場
合
は
4
.0
ｍ

、
そ
の

他
の
場

合
は
3
.0
ｍ

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
セ
ミ
ト

レ
ー
ラ
ー

※
ロ
ー
タ

リ
ー
部
は

普
通
自

動
車

⇒
通
過
す

る
交
通

を
考
慮

・
道
路

構
造
令
の

解
説
と

運
用

・
第
4
種
第
3
級

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

・
V
=
4
0
k
m
/
h

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

車
道

・
3
.5
ｍ

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

路
肩

・
0
.5
ｍ

※
臨
港
道

路
B
成
果
（

暫
定
計
画

）
・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

植
樹

帯
・

1
.5
ｍ

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

歩
道

・
北
側
：

3
.0
ｍ

・
南
側
：

2
.0
ｍ

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

・
セ
ミ
ト

レ
ー
ラ
ー

※
臨
港
道

路
B
成
果

・
臨
港

道
路
B
成
果
（

長
崎
港

改
修
工
事

（
松
が

枝
地

区
道
路

設
計
業
務

委
託
）

/
大

洋
技
研
R
3
.3
）

設
計

条
件

幅
員

構
成 設
計

車
両

臨
港

道
路
A

道
路

規
格

設
計

速
度

幅
員

構
成 設
計

車
両

臨
港

道
路
B

道
路

規
格

項
目

国
道
4
9
9
号

道
路

規
格

設
計

速
度

幅
員

構
成 設
計

車
両
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表 ４-2 設計条件一覧（2/2）
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４-２ 交通分担計画の概略検討

ターミナル施設及び民間開発地が将来完成した際に、交通量の増加が想定される。その
ため、ここでは、ターミナル施設と民間開発地の完成に伴う発生交通量を整理した。

（１）ピーク時間交通量の算定
「コンスイ坂交差点」「大浦警察署前交差点」におけるピーク時間交通量を整理した。

（「太平寺交差点」については、新設交差点のため、ピーク時間交通量は隣の交差点であ
る「コンスイ坂交差点」を基に設定。）また、本検討では、平日・休日について観測交通
量調査結果（Ｒ２．１０実施）を基にそれぞれ整理した。結果として平日のピーク時間は
7：00～8：00 であり、休日のピーク時間は 12：00～13：00であった。

１）平日ピーク時間（R2.10.27（火）観測）
①コンスイ坂交差点

表 ４-3 コンスイ坂交差点ピーク時間交通量

6:00 ～ 7:00 1,797 1,687 110
7:00 ～ 8:00 3,059 2,882 177
8:00 ～ 9:00 2,389 2,175 214
9:00 ～ 10:00 2,435 2,179 256

10:00 ～ 11:00 2,139 1,942 197
11:00 ～ 12:00 2,230 2,040 190
12:00 ～ 13:00 2,075 1,917 158
13:00 ～ 14:00 2,143 1,982 161
14:00 ～ 15:00 2,284 2,085 199
15:00 ～ 16:00 2,185 2,016 169
16:00 ～ 17:00 2,416 2,254 162
17:00 ～ 18:00 2,667 2,569 98
18:00 ～ 19:00 2,604 2,502 102

時間帯 全車 小型車 大型車
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②大浦警察署前交差点

表 ４-4 大浦警察署前交差点ピーク時間交通量

6:00 ～ 7:00 1,861 1,730 131
7:00 ～ 8:00 2,932 2,749 183
8:00 ～ 9:00 2,417 2,153 264
9:00 ～ 10:00 2,442 2,131 311

10:00 ～ 11:00 2,092 1,840 252
11:00 ～ 12:00 2,163 1,955 208
12:00 ～ 13:00 1,966 1,764 202
13:00 ～ 14:00 2,089 1,894 195
14:00 ～ 15:00 2,114 1,877 237
15:00 ～ 16:00 2,105 1,892 213
16:00 ～ 17:00 2,221 2,034 187
17:00 ～ 18:00 2,669 2,516 153
18:00 ～ 19:00 2,351 2,219 132

時間帯 全車 小型車 大型車
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２）休日ピーク時間（R2.10.25（日）観測）
①コンスイ坂交差点

表 ４-5 コンスイ坂交差点ピーク時間交通量

6:00 ～ 7:00 592 558 34
7:00 ～ 8:00 1,081 1,035 46
8:00 ～ 9:00 1,541 1,465 76
9:00 ～ 10:00 1,866 1,784 82

10:00 ～ 11:00 2,175 2,109 66
11:00 ～ 12:00 2,081 2,020 61
12:00 ～ 13:00 2,327 2,274 53
13:00 ～ 14:00 2,234 2,181 53
14:00 ～ 15:00 2,111 2,040 71
15:00 ～ 16:00 2,034 1,974 60
16:00 ～ 17:00 2,147 2,080 67
17:00 ～ 18:00 1,817 1,761 56
18:00 ～ 19:00 1,699 1,659 40

時間帯 全車 小型車 大型車
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②大浦警察署前交差点

表 ４-6 大浦警察署前交差点ピーク時間交通量

6:00 ～ 7:00 562 525 37
7:00 ～ 8:00 1,069 1,002 67
8:00 ～ 9:00 1,481 1,373 108
9:00 ～ 10:00 1,814 1,711 103

10:00 ～ 11:00 2,051 1,954 97
11:00 ～ 12:00 1,998 1,914 84
12:00 ～ 13:00 2,243 2,163 80
13:00 ～ 14:00 2,137 2,040 97
14:00 ～ 15:00 2,016 1,916 100
15:00 ～ 16:00 1,981 1,884 97
16:00 ～ 17:00 2,079 1,982 97
17:00 ～ 18:00 1,768 1,684 84
18:00 ～ 19:00 1,588 1,520 68

時間帯 全車 小型車 大型車
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（２）ターミナル施設における発生交通量
ターミナル施設の発生交通量に関しては、過年度成果である「長崎港港湾機能施設整備

工事（設計業務委託）株式会社オリエンタルコンサルタンツ」で決定した交通分担を踏襲
した。

出典：長崎港港湾機能施設整備工事（設計業務委託）報告書
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（３）民間開発地における発生交通量
民間開発地の発生交通量に関しては、「3章 土地利用計画（案）の整理」を踏まえ、想

定される発生交通量を「大規模開発地区関連交通計画マニュアル」を参考に算出した。

出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル
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出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル
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１）平日・第 1案臨港道路ルート案における発生交通量

表 ４-7 平日・第 1案臨港道路ルート案
商業施設

面積

（m2）

発生集中

原単位

(人 T.E/ha・日)

発生集中

交通量

(人 T.E/日)

自動車利用の

発生集中交通量

(人 T.E/日)

自動車

発生集中交通量

(台 T.E/日)

自動車のピーク時

発生集中交通量

(台 T.E/時間)

約 27,600 9,871 27,245 15,339 7,670

(≒7,700)

545

自動車分担率

(％)

台数換算係数

(人/台)

ピーク率

昼夜率

56.3％ 2.0
9.2％

1.30

２）平日 第 2案臨港道路ルート案における発生交通量

表 ４-8 平日・第 2案臨港道路ルート案
商業施設

面積

（m2）

発生集中

原単位

(人 T.E/ha・日)

発生集中

交通量

(人 T.E/日)

自動車利用の

発生集中交通量

(人 T.E/日)

自動車

発生集中交通量

(台 T.E/日)

自動車のピーク時

発生集中交通量

(台 T.E/時間)

約 37,900 9,276 35,156 19,793 9,897

(≒9,900)

701

自動車分担率

(％)

台数換算係数

(人/台)

ピーク率

昼夜率

56.3％ 2.0
9.2％

1.30
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３）休日 第 1案臨港道路ルート案における発生交通量
表 ４-9 休日・第 1案臨港道路ルート案

商業施設

面積

（m2）

発生集中

原単位

(人 T.E/ha・日)

発生集中

交通量

(人 T.E/日)

自動車利用の

発生集中交通量

(人 T.E/日)

自動車

発生集中交通量

(台 T.E/日)

自動車のピーク時

発生集中交通量

(台 T.E/時間)

約 27,600 15,424 42,570 23,967 11,984

(≒12,000)

850

自動車分担率

(％)

台数換算係数

(人/台)

ピーク率

昼夜率

56.3％ 2.0
9.2％

1.30

４）休日 第 2案臨港道路ルート案における発生交通量
表 ４-10 休日・第 2 案臨港道路ルート案

商業施設

面積

（m2）

発生集中

原単位

(人 T.E/ha・日)

発生集中

交通量

(人 T.E/日)

自動車利用の

発生集中交通量

(人 T.E/日)

自動車

発生集中交通量

(台 T.E/日)

自動車のピーク時

発生集中交通量

(台 T.E/時間)

約 37,900 14,871 56,361 31,731 15,866

(≒15,900)

1,126

自動車分担率

(％)

台数換算係数

(人/台)

ピーク率

昼夜率

56.3％ 2.0
9.2％

1.30

（参考）民間開発敷地面積

第 2 案

名称 北用地 南用地 計 条件
 敷地面積[m2] 8,832 5,549 14,381 北：200×45m/南：150×45m
 建築可能面積[m2] 7,066 4,439 11,505 建蔽率80％
 店舗等面積[m2] 4,239 2,664 6,903 レンタブル比60％（店舗等一般値）
 延床面積[m2] 35,328 22,196 57,524
 延店舗等面積[m2] 16,957 10,654 27,612
  階数[階]  容積率400%
  階高[m]  建物高さ20m、階高一般値

※エントランス空間：2,205㎡
4.0
5.0

名称 北用地 南用地 計 条件
 敷地面積[m2] 10,424 5,367 15,791 北：230×45m/南：150×35m
 建築可能面積[m2] 8,339 4,294 12,633 建蔽率80％
 店舗等面積[m2] 5,004 2,576 7,580 レンタブル比60％（店舗等一般値）
 延床面積[m2] 41,696 21,468 63,164
 延店舗等面積[m2] 25,017 12,880 37,890
  階数[階]  容積率400%
  階高[m]  建物高さ20m、階高一般値

※エントランス空間：953㎡

5.0
4.0

第 1 案
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４-３ 交通施設・交差点の検討

（１）交差点解析
上記で検討した方向別交通量にて、「太平寺交差点」「コンスイ坂交差点」「大浦警察署前

交差点」の3交差点の交差点解析を実施した。

１）交差点解析ケース
以下に交差点解析のケースを整理する。

表 ４-１ 交差点解析ケース一覧

※Case1～4は「現況現示でのパターン」と「現示調整したパターン」を実施した。
※Case5～8は参考として、路面電車の通過を現示に考慮したケースを実施した。

Case 平日・休日 交通量 案 交差点 備考
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前
 ①太平寺
 ②コンスイ坂
 ③大浦警察署前

第1案  ③大浦警察署前 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第2案  ②コンスイ坂 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第1案  ③大浦警察署前 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第2案  ②コンスイ坂 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第1案  ③大浦警察署前 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第2案  ②コンスイ坂 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第1案  ③大浦警察署前 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース
第2案  ②コンスイ坂 ※路面電車の通過を現示に考慮したケース

Case7 平日 現況+ターミナル施設交通量+民間開発地交通量

Case8 休日 現況+ターミナル施設交通量+民間開発地交通量

第1案

第2案

現況+ターミナル施設交通量平日Case5

Case6 休日 現況+ターミナル施設交通量

第1案

第2案

Case3 平日 現況+ターミナル施設交通量+民間開発地交通量

第1案

第2案

第1案

第2案

現況+ターミナル施設交通量平日Case1

Case2 休日 現況+ターミナル施設交通量

Case4 休日 現況+ターミナル施設交通量+民間開発地交通量
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【路面電車の現示考慮】
路面電車の現示を考慮したCase5～8 については、参考事例として出島駅のある交差点を

対象に、路面電車の現示時間を計測して、その値を参考に今検討へ反映した。
実際に計測した結果、軌道信号時間は、7～8秒であったため、丸めて10秒間は路面電車

が交差点を通過するために必要であると考えた。

図 ４-１ 出島駅周辺交差点位置、状況写真

出島駅
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①第 1案における路面電車現示考慮
第 1 案臨港道路ルート案における路面電車現示を考慮した交差点解析として、以下の条

件で交差点解析を実施した。

【路面電車考慮に関する条件】
・大浦警察署前交差点において、路面電車が交差点通過するための現示時間を考慮させる。
・路面電車が交差点通過するためにかかる時間は「10 秒」とする。

路面電車現示考慮

図 ４-2 第 1 案平面図

①

G:107 Y:3 AR:0

②

③1φ

①

G:10 Y:0 AR:0

②

③2φ

①

G:42 Y:3 AR:3

②

③3φ

現示

表示時間 C=168

①

②

③

①方向の右折占用現示と同時に

路面電車を通過（10秒確保）

①

G:112 Y:3 AR:0

②

③1φ

①

G:5 Y:0 AR:0

②

③2φ

①

G:42 Y:3 AR:3

②

③3φ

現示

表示時間 C=168
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②第 2案における路面電車現示考慮
第 2 案国道 499 号ルート案における路面電車現示を考慮した交差点解析として、以下の

条件で交差点解析を実施した。

【路面電車考慮に関する条件】
・コンスイ坂交差点において、路面電車が交差点通過するための現示時間を考慮させる。
・路面電車が交差点通過するためにかかる時間は「10 秒」とする。

路面電車現示考慮

図 ４-２ 第 2 案平面図

①

G:127 Y:3 AR:5

②

③

1φ

①

G:27 Y:3 AR:3

②

③

2φ

現示

表示時間 C=168

①

G:127 Y:3 AR:5

②

③

1φ

①

G:10 Y:0 AR:0

②

③

2φ

①

G:17 Y:3 AR:3

②

③

3φ

現示

表示時間 C=168

新たに現示を設け、

路面電車を通過（10秒確保）

①
②

③
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２）交差点解析結果一覧
以下に交差点解析結果一覧を示す。結果として、Case3、Case4 の③太平寺交差点のみ交

通処理が困難（需要率は満足するが、交通容量比が 1.0 を超える）である結果となった。

表 ４-２ 交差点解析結果一覧
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３）太平寺交差点の交通処理対応策
上記の交差点解析結果において、太平寺交差点の交通容量が 1.0 を超える結果となったた

め、交通処理が可能となる交差点形状を検討した。
交差点解析上、最も交通処理が厳しいケースである「Case4’（休日・観測交通量+ターミ

ナル施設交通量+民間開発地交通量）」で検討を実施した。

考えられる対応策として、国道499号の右折1車線を右折2車線に変更することにより、
可能交通容量を増やし、交通処理が可能となる。
次頁に国道499 号の右折車線数を変更したケースの交差点解析結果を示す。

①方向からの右折でOUT
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【対応策：国道499 号右折 2車線による交差点解析結果】

国道 499号の

右折 2車線整

⇒交通容量（1.0 以下）・需要率（0.919 以下）はともに満足する
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４）大浦警察署前交差点の現示について
大浦警察署前交差点の現示に関して、現況、臨港道路 A 側からの右折流入が禁止（左折

通行のみ）の運用になっている状況である。今回、交通量の設定は、観測交通量をベースに
ターミナル施設・民間開発地の開発交通量を加味した交通量として整理しているため、本検
討では、臨港道路Aからの右折交通量が 0台/時の設定となっている。そのため、右折通行
を可能としても、実際に臨港道路 A から国道 499 号への右折の台数がどの程度増加するか
不明確である。本検討では、現況の現示パターンにて検討を実施しているが、今後、右折車
両の交通量を別途検討し、その交通量に対して、現示構成及び青時間の調整を検討する必要
がある。

①考えられる現示構成
＜現況現示構成＞

＜変更現示構成＞

①
②

③1φ

①
②

③2φ

①
②

③3φ

現示

①
②

③1φ

①
②

③2φ

①
②

③3φ

現示

右折車両が通過

できる現示の設定

右折を通行可能とした際

に、実際どの程度交通量

が増加するか不明確
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②変更現示による交差点解析結果
上記で変更した現示構成で交差点解析を実施した。交差点解析上、最も交通処理が厳

しいケースである「Case3‘（平日・観測交通量+ターミナル施設交通量+民間開発地交
通量）」で検討を実施した。

③
 直進  右折 左折･直進  直進 左折･右折

2 1 1 1 1
2,000 1,800 2,000 2,000 1,800
1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
 (3.25)  (3.00)  (3.25)  (3.25)  (3.50)
1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
 (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)
0.922 0.925 0.938 0.938 0.919
(12.05) (11.58)  (9.41)  (9.41) (12.63)

1.000
  (0.0)
0.850 0.850
100 35
95 30

1.000
  (0.0)
1.000
35
168

3,688 1,665 1,876 1,876 *300
1,419 311 285

(285+0)
0.385 0.187 - 現示の需要率 交差点の需要率
0.385 0.589

0.187 0.187
- 0.000 ≦0.929

100.0
21.0

35.0
2,195 208 300
0.646 1.495 0.950
ＯＫ ＮＧ ＯＫ
333.9 145.8 134.8

※ * : 交通容量（実１時間）

①: 至 松ヶ枝橋
②: 至 コンスイ坂
③: 至 ターミナル

車線幅員による補正率     αｗ

交差点名
流入部
車線の種類
車線数
飽和交通流率の基本値     ＳＢ

  （右折率）             Ｒ％

  （車線幅員）             ｍ
縦断勾配による補正率     αＧ
  （縦断勾配）             ％
大型車混入による補正率   αＴ
  （大型車混入率）         ％
左折車混入による補正率 αＬＴ
  （左折率）             Ｌ％
  （左折車の通過確率）   ｆＬ
  （有効青時間）           秒
  （歩行者青信号表示時間） 秒
右折車混入による補正率 αＲＴ

滞留長               Ｌｓ(ｍ)

1φ
2φ
3φ
1φ

現示の需要率

有効青時間(秒)

可能交通容量             Ｃｉ
交通容量比           ｑ／Ｃｉ
交通容量の照査結果   　      

2φ
3φ

① ②

2,211
(0+2211)
0.589
0.589

  （右折車の通過確率）   ｆＲ
  （有効青時間）           秒
   (サイクル長)            秒
飽和交通流率             　Ｓ

設計交通量                 ｑ

流入部各車線の需要率       

508.0

大浦警察署前

0.776

サイクル長(秒)

168

100.0

2,233
0.990
ＯＫ

①方向からの右折でOUT

現示方式の図示  ※ 破線矢印は「左折可」標識を示す

①

G:99 Y:3 AR:0

100

2

95

②

③1φ

①

G:20 Y:3 AR:3

21

5

20

②

③2φ

①

G:34 Y:3 AR:3

35

5

30

②

③3φ

現示

表示時間

有効青時間

損失時間

歩行者青信号
表示時間

C=168

G=156

L=12

交差点概略図

10.0

3.25
3.25
3.00 ①

10.0

3.50

③

10.0

3.25
3.25②

交通量図

1419

311

(171)

(36)

①

285
(36)

③

2211
(208)②

上段：方向別合計交通量[台/時]
下段：(大型車混入台数)[台/時]
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③対応策
対応策として、臨港道路 A に右折車線を追加し、左折車線と右折車線の流入車線 2

つで運用することで、交通処理が可能となる。

 直進  右折 左折･直進  直進  左折  右折 
2 1 1 1 1 1

2,000 1,800 2,000 2,000 1,800 1,800
1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

 (3.25)  (3.00)  (3.25)  (3.25)  (3.50)  (3.50)
1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

 (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)  (0.00)
0.922 0.925 0.938 0.938 0.919 1.000

(12.05) (11.58)  (9.41)  (9.41) (12.63)  (0.00)
1.000
  (0.0)
0.850 0.850
112 38
107 33

3,688 1,665 1,876 1,876 *325 1,800
1,419 311 285 0

0.385 0.187 - 0.000 現示の需要率 交差点の需要率
0.385 0.589

0.187 - 0.187
0.000 0.000 ≦0.929

112.0
38.0 38.0

6.0
2,459 377 325 64
0.577 0.825 0.877 0.000
ＯＫ ＯＫ ＯＫ ＯＫ
333.9 145.8 134.8 0.0

※ * : 交通容量（実１時間）

①: 至 松ヶ枝橋
②: 至 コンスイ坂
③: 至 ターミナル

508.0

③
大浦警察署前

0.776

サイクル長(秒)

168

112.0

2,501
0.884
ＯＫ

2φ
3φ

① ②

2,211
(0+2211)
0.589
0.589

現示の需要率

有効青時間(秒)

可能交通容量             Ｃｉ
交通容量比           ｑ／Ｃｉ
交通容量の照査結果   　      
滞留長               Ｌｓ(ｍ)

1φ
2φ
3φ
1φ

  （右折車の通過確率）   ｆＲ
  （有効青時間）           秒
   (サイクル長)            秒
飽和交通流率             　Ｓ

設計交通量                 ｑ

流入部各車線の需要率       

  （左折率）             Ｌ％
  （左折車の通過確率）   ｆＬ
  （有効青時間）           秒
  （歩行者青信号表示時間） 秒
右折車混入による補正率 αＲＴ
  （右折率）             Ｒ％

  （車線幅員）             ｍ
縦断勾配による補正率     αＧ
  （縦断勾配）             ％
大型車混入による補正率   αＴ
  （大型車混入率）         ％
左折車混入による補正率 αＬＴ

交差点名
流入部
車線の種類
車線数
飽和交通流率の基本値     ＳＢ
車線幅員による補正率     αｗ

交差点概略図

10.0

3.25
3.25
3.00 ①

10.0

3.50
3.50

③

10.0

3.25
3.25②

交通量図

1419

311

(171)

(36)

①

285
(36)

③

2211
(208)②

現示方式の図示  ※ 破線矢印は「左折可」標識を示す

①

G:111 Y:3 AR:0

112

2

107

②

③1φ

①

G:37 Y:3 AR:3

38

5

33

②

③2φ

①

G:5 Y:3 AR:3

6

5

5

②

③3φ

現示

表示時間

有効青時間

損失時間

歩行者青信号
表示時間

C=168

G=156

L=12

上段：方向別合計交通量[台/時]
下段：(大型車混入台数)[台/時]

現示構成を変更

⇒交通容量（1.0 以下）・需要率（0.929 以下）はともに満足する

臨港道路Aの

流入車線 2（右折、左折）
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５）今後の課題
上記にて「太平寺交差点」は、国道 499 号の右折車線を 2 車線にすることで、交通処理

は可能となる結果となったが、用地制約等を踏まえると、国道 499 号の右折車線 2 車線化
は困難であると想定される。また、「大浦警察署前交差点」は、臨港道路Aの流入車線を 2
車線にすることで、臨港道路 A から国道 499 号への右折車両を考慮した交通処理は可能と
なったが、臨港道路 A の流入車線数の増加について、用地上可能か検討を実施する必要が
ある。
今回の検討は、不確定な条件（民間開発地等）での検討であったため、最も交通量が増加

する条件で検討を実施しており、旅客船の着岸の時間帯、商業施設のピーク時間帯等を考慮
した検討が必要になる。
今後の都市機能の整備以降やミクロシミュレーション等により動的な解析等も含めて、

交通分散等の状況を今後検討していく必要がある。
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第５章事業手法の検討

５-１ 官民連携事業の内容

（１）松が枝地区における官民連携事業内容
松が枝地区整備構想（素案）に基づく事業内容について、以下に整理する。

１）前提条件
  事業手法の検討にあたって、敷地条件等について整理する。
  ・岸壁２バース化事業による埋立予定地は県有地となる。
  ・臨港道路 A と国道４９９号に挟まれた土地は現状民有地（一部公有地）であり、今

後の用地取得等については、長崎県、長崎市において、地権者と協議中となっている。
これらを踏まえると、松が枝地区の整備にあたっても都市機能用地等については、一部

民有地を含んだ市街地開発事業や土地区画整理事業等の面的開発手法も想定されるが、
港湾施設との一体的な整備を考える場合、事業期間が長期化する可能性があること等か
ら、ここでは、敷地に関する換地等の権利変換手法を用いないことを前提とする。

２）事業内容
松が枝地区の整備にあたって想定される事業内容については、以下が想定される。

  
①港湾施設整備・管理運営事業

a 国際旅客ターミナル整備事業
b ターミナル駐車場（ツアーバス駐車場）整備事業
c 既存ターミナル利活用事業
d 臨港道路整備事業（臨港道路Ａ及び臨港道路Ｂ（ターミナル交通広場）

  ②都市機能施設整備事業
a 商業施設等整備事業（民間開発事業）
b エントランス空間整備事業
c 路面電車延伸事業
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５-２ 事業手法の検討

（１）事業手法の種類
前節で整理した事業内容について、PFI 事業やコンセッション（公共施設等運営権）事業

等の官民連携事業については、以下のようなケースが考えられる。
本事業では、施設整備が伴うため、公共施設整備においては、指定管理者制度、コンセッ

ション事業については、別途の施設整備手法と組み合わせる必要がある。

表 ５-１ 官民連携事業の事業手法

事業方式
公設公営 公設民営 PFI 民設民営

従来方式 第 3 ｾｸﾀｰ等 指定管理制度 BT+
ｺﾝｾｯｼｮﾝ

BOT
BTO

土地
保有 公共 公共 公共 公共 公共 民間

事
業
企
画

募集 公共 公共 公共 公共 公共 民間

提案 公共 公共 民間 民間 民間 民間

施設・設備
の保有 公共 公共 公共 公共 公共/

民間 民間

施設の
設計・建設 公共 公共 事業対象外 民間 民間 民間

施設
運営 公共 民間 民間 民間 民間 民間

施設の
維持管理 公共 公共/

民間 民間 民間 民間 民間

資
金
調
達

施設
整備 公共 公共 公共 公共 民間 民間

維持管理
・運営 公共 公共 公共 民間 民間 民間

※この他民設公営等の手法も存在する。
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それぞれの事業スキームを模式的に示すと以下のようになる。ここでは、国際船旅客ター
ミナル事業をメインとして、整理を行っている。

① PFI（BTO）方式（サービス購入型）
・民間資金により施設整備を行い、整備した施設の維持管理運営を行う。民間事業者がサー

ビス購入費の形で、公共から支払いをうけて、建設投資の回収及び施設運営を行う。
・なお、施設利用者からの収入を見込む場合、指定管理者制度の適用により利用料金制を適

用することにより、サービス購入費を支払わない独立採算型、利用料金とサービス購入費
の両方を適用する混合型等も適用も想定される。

図 ５-１ PFI（BTO）事業の事業スキーム

② PFI（BT）方式
・民間資金により施設整備を行いが、施設の維持管理運営は、別途、指定管理者制度、コン

セッション方式等を利用して行う方法。建設と運営の事業者を分けることで、建設と運営
でそれぞれの最適化を図っていくもの。

・民間資金による施設整備までが事業範囲のため、施設の所有権移転後、サービス購入費の
形で公共から支払いを受けることで、投資回収を行う。

長 崎 県
基本協定等

施設整備、 引渡し ・ 譲渡

サービス購入費
（ 建設・ 維持管理費に充当）

サービスの提供

利用料金等の支払

民間事業者

（ 単独・ Ｊ Ｖ ）

施設利用者
（ 入港船舶）
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図 ５-２ PFI（BT）事業の事業スキーム

（参考） 指定管理者制度（利用料金制の適用）
・公の施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・ＮＰＯ法人・市

民グループ等の法人その他の団体に包括的に代行させることができる（行政処分）制度。
・本事業においては、施設管理及び運営において適用が想定され、公共からの指定管理料に

よる施設の管理運営が想定されるが、施設利用者からの利用料金制を適用することで、独
立採算型、混合型などの形式を採用することも想定される。

図 ５-３ 指定管理者制度の事業スキーム（参考）

サービスの提供

利用料金等の支払

長 崎 県
基本協定等

施設整備、 引渡し ・ 譲渡

サービス購入費
（ 建設費の割賦払に充当）

民間事業者

（ 単独・ Ｊ Ｖ ）

施設利用者
（ 入港船舶）

長 崎 県
民間事業者 施設利用者

（ 入港船舶）

指定管理協定

サービスの提供

利用料金等の支払
指定管理料支払

指定管理者指定
（ 議決/行政処分）

（ 単独・ Ｊ Ｖ ）
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③ コンセッション（公共施設等運営権）方式
・平成 23 年ＰＦＩ法改正により導入された方式で、利用料金の徴収を行う公共施設につい

て、施設の所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。
・公的主体が所有する公共施設等について、民間事業者による安定的で自由度の高い運営を

可能とすることにより、利用者ニーズを反映した質の高いサービスを提供することを目
的としている。

・公の施設に対して公共施設等運営権を設定することで、公共は、運営権対価が得られる他、
運営リスクの一部を民間に移転できることがメリットとなっている。また、民間事業者に
とっては、指定管理者制度等と比較して運営の自由度が高く、一定の範囲において、料金
設定が柔軟に実施できる他、運営権に対する抵当権の設定が可能なため、資金調達の円滑
化も期待される。

図 ５-４ コンセッションの事業スキーム

・なお、コンセッション方式の採用にあたっては、利用料金収入等のある収益施設での適用
が選定となるが、サービス購入費を組み合わせることで、収益性の低い施設での検討を行
うことも可能となるほか、需要リスクを官民で分担するプロフィット・ロスシェアリング
等の方式を組み合わせるケースも多くなっている。

長 崎 県
民間事業者 施設利用者

（ 入港船舶）

基本協定等

サービスの提供

利用料金等の支払
運営権対価支払

公共施設等運営権
の設定

（ 単独・ Ｊ Ｖ ）

サービス購入費
（ 施設維持管理費に充当）
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④ BTコンセッション方式
・BT 方式とコンセッションを組み合わせることで、PFI 同様の施設の整備運営の一体性を

確保することが可能となる。
・施設建設と施設運営を一体的に行う BT コンセッション方式と別事業者で実施する BT+

コンセッション方式がある。

図 ５-５ BTコンセッションの事業スキーム

図 ５-６ BT+コンセッションの事業スキーム

長 崎 県
民間事業者 施設利用者

（ 入港船舶）

基本協定等

サービスの提供

利用料金等の支払
運営権対価支払

公共施設等運営権
の設定

（ 単独・ Ｊ Ｖ ）

サービス購入費
（ 建設費（ 及び維持管理費） に充当）

施設整備、 引渡し ・ 譲渡

長 崎 県

民間事業者

施設利用者
（ 入港船舶）

基本協定等

サービスの提供

利用料金等の支払
運営権対価支払

公共施設等運営権
の設定

（ 施設運営）

サービス購入費
（ 施設維持管理費）

基本協定等

施設整備、 引渡し ・ 譲渡

民間事業者

サービス購入費
（ 建設費の割賦払）

（ 施設整備）
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（２）事業内容からみた適用性
前項で整理した事業方式について、各事業での適用可能性についてみると、以下の整理と

なる。各事業において、事業手法としては、複数の事業手法の適用が想定される。
なお、商業施設に関しては、公共施設として施設を建設する前提はなく、商業施設等とし

て、民間事業者による施設整備を予定するものとして、敷地については、現在の地権者が継
続する保有する場合、公共が保有する場合を想定して整理している。

表 ５-２ 施設別に見た事業手法の可能性と官民の役割分担

施設名 事業方式
所有区分 施設整備 施設管理 資金調達

土地 施設 設計 建設 運営 維持
管理

施設
整備

運営
管理

旅客船 公設公営 県 県 県 県 県 県 県 県
ターミナル 指定管理者制度※ 県 県 ― ― 民 民 ― 県

コンセッション 県 県 ― ― 民 民 ― 県/民
ＰＦＩ（ＢＴＯ） 県 県 民 民 民 民 民 民
BT+コンセッション 県 県 民 民 民 民 県/民 民

ツアーバス 公設公営 県 県 県 県 県 県 県 県
駐車場 指定管理者制度 県 県 ― ― 民 民 ― 県

ＰＦＩ（ＢＯＴ） 県 県 民 民 民 民 民 民
ＰＦＩ（ＢＴＯ） 県 県 民 民 民 民 民 民

定期借地権 県 民 民 民 民 民 民 民
臨港道路※ － 県 県 県 県 県･民 県･民 県 県
エントランス 公設公営 公 公 公 公 公 公 公 公
空間整備 指定管理者制度 公 公 公 公 民 民 公 公

ＰＦＩ（ＢＯＴ） 公 公 民 民 民 民 民 民
ＰＦＩ（ＢＴＯ） 公 公 民 民 民 民 民 民

商業施設整備 定期借地権 公 民 民 民 民 民 民 民
用地売却 民 民 民 民 民 民 民 民

現所有者からの借地等 現所 民 民 民 民 民 民 民
路面電車延伸 民間事業 民 民 民 民 民 民 民 民
（軌道部） 上下分離方式 公 公 公 公 民 民 公 公

ＰＦＩ（ＢＴＯ） 公 公 公 公 民 民 公 公
路面電車延伸 国道部 国 国 県 県 県 県 県 県
（道路部※） 港湾部 県 県 県 県 県 県 県 県
※臨港道路整備は、当該道路が一般道路で通行料金などの収益要素がないことから、公共に

よる整備を基本とするが、管理運営についてはターミナル等と一体的に民間側が実施す
る可能性も考えられる。
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５-３ 事業手法の評価

前節までで整理した事業手法について、適用性について評価・整理を行う。
評価については、事業内容、資金調達等を踏まえて、適用可能性について整理する。

（１）事業内容からみた適用可能性
本事業は、各種の事業の組み合わせで実施することが想定される。
事業毎に適用可能な事業手法については、異なる部分もあるが、一体的な事業の実施を考

慮した場合には、以下のような整理が可能と考えられる。

・公共性の高いターミナル整備・運営等は、官民連携事業として、PFI 事業等の適用を
想定される。

・なお、公共施設等運営権事業（コンセッション事業）については、民間事業者にとっ
て、経営の自由度を付与する中で、収益の見込める公共施設である必要があることか
ら、施設運営に対して収益性が不足する場合には、施設の運営に関して、公共が支払
うサービス購入費をもとにした運営権設定も想定される。

・商業施設等は、公共施設との複合施設としての整備予定がないことから、民間事業と
することを基本として、事業者のノウハウを活用する定期借地権設定等による民間
事業とすることも考えられる。

（２）事業範囲からみた適用可能性
一般的に、ＰＦＩ等の官民連携事業の事業範囲として、用地取得のリスクを民間負担とす

ることは難しいことから、用地取得等を含めた事業スキームを構築することは少ない。
そのため、今回の旅客船ターミナルの整備にあたっては、公共事業として、現在進められ

ている岸壁整備及びふ頭用地の埋立・造成、周辺民有地の確保と、施設整備・運営管理の 2
段階に分けて考える必要がある。

①松が枝ふ頭整備事業（埋立・用地造成）
  ・岸壁・泊地は直轄事業、臨港道路は補助事業、ふ頭用地は県（起債）事業として実施

されている。
  ・臨港道路整備は、港湾施設整備にあわせて一体的に官民連携事業で実施することも想

定されるが、基本的には、用地の確保については、公共負担として整理される。
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②ターミナル整備運営事業（ターミナルビル整備・運営管理）
・旅客船ターミナル整備・維持管理事業等の港湾施設の整備・運営管理については、公

共施設となることから、官民連携事業として実施することが想定される。

③都市機能用地整備運営事業
  ・商業施設等の整備事業に関しては、公共施設の整備事業と一体的に行うことも可能で

あるが、現時点では、都市機能用地において、公共施設の整備予定がないことから、
民設、民営の事業形態が想定される。

・敷地については、公共で保有するほか、既存民間事業者が存置することも想定される
が、公有地の利活用に当たっては、定期借地権等の適用が想定される。

（３）民間事業者の収入からみた適用可能性
本事業における収入源としては、ターミナル利用料を含む港湾施設使用料が充当される

ものと考えられる。
その他の事業収入としては、ターミナル施設内の床をテナント形式で賃貸する（賃貸収入）

等の他、ツアーバス駐車場で得られる駐車料金等が想定される。
官民連携事業の適用においては、これらの収入により、整備、維持管理費を賄えるかが課

題となるが、公共性の高い機能であることから、公共からのサービス購入費等による補填等
が想定される。

なお、サービス購入費の設定に当たっては、本事業に関して、長崎県が起債事業として実
施していることも踏まえて、トータルで収益が確保されるような事業計画としていくこと
が必要である。

官民でターミナルの入港船舶の促進を図っていくためには、入港船舶からのターミナル
使用料を事業者の収入としていく PFI 事業やコンセッション事業の適用が想定される。
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なお、施設運営後の収益の流れを基本として、公共側への資金の流れを整理すると以下の
ようになる。

ふ頭用地として造成される用地の中で、道路等で利用される部分の造成費は、道路整備費
等で負担されると仮定すれば、ふ頭用地のうち地代の形で収入を得る個所としては、
  ・国際旅客船ターミナル
  ・ツアーバス駐車場
  ・民間開発用地

が想定される。資金の流れは以下の通りと想定される。

図 ５-７ 事業における公共側の収入の整理
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（４）想定される事業スキーム
上記までの整理で想定される事業スキームを整理すると以下のようになる。

①松が枝ふ頭整備事業（埋立・用地造成）
ふ頭整備事業については、現在進めてられている事業内容であるため、参考となるが、

起債事業としての資金の償還方法について整理すると以下のようなことが想定される。

県が造成し、ターミナルビル等の公共施設用地となる部分については、ターミナル使用
料等を原資として償還に充当することになるが、ターミナル施設整備・運営費用への充当
すべき額を控除した額になると想定される。

②ターミナル整備運営事業
新ターミナル等の港湾施設の整備、管理運営事業については、新規の官民連携事業とし

て、以下のような枠組みが想定される。

・ターミナル整備事業については、ターミナル使用料等を原資に施設整備及び施設の運
営管理に充当する PFI 事業等が想定される。

・なお、ターミナル施設を事業期間中も民間に保有させるＢＯＴ方式も想定されるが、
公共側として、民間施設にＣＩＱ機能を入れる必要性が低いこと、固定資産税負担等
を踏まえた賃料の支払いが必要となることなどからデメリットも多く、民間側も自
らのノウハウで収益を上げる要素が少ないことから、施設建設後、施設を公共に譲渡
するＢＴＯ方式での設定が妥当と想定される。

・さらに、ターミナル施設は、民間事業者の収益性が高ければ、独立採算事業、収益性
が低ければ、サービス購入型事業として設定されることとなる。

③都市機能用地整備運営事業（ターミナルビル整備・運営管理）
都市機能用地整備運営事業に関しては、民間事業としての施設整備、管理運営が基本と

なる。官民連携事業としての範囲については、敷地が公有地となる場合の敷地賃借（定期
借地権設定）等となる。
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これまでの整理をもとに、事業手法の適用可能性について整理すると以下のようになる。
事業としては、港湾施設関連、都市機能関連、その他の 3 つの事業グループとすることが想定される。
なお、これらは事業手法としての親和性の観点からグルーピングを行ったものであり、複数のグループを一体的に公募することも想定される。

表 ５-３ 事業手法の適用性評価

事業の内容 対象施設
事業範囲 事業方式

評価 備考整備 運営
管理

公設
公営

指定
管理

BT+
運営権 PFI 定借 売却 その他

①港湾施設整備・
運営管理事業

新国際船ターミナル

〇 〇 〇 〇

・新国際船ターミナルの整備維持管理は、PFI、コンセッシ
ョン等が想定される。

・コンセッションの適用においては、ターミナル使用料等の
精査、需要リスクの分担方法の精査が必要。

・運営は、ツアーバス駐車場等との運営を一体的に行うこと
で効率化が図られると想定される。

ツアーバス駐車場

〇 〇 〇 〇

・ツアーバス駐車場は、入港船舶の増加に伴い利用が増加す
ると想定され、ターミナル運営との一体性が高く、収益事
業としても期待されるため、ターミナル事業と一体的に行
うことが望ましい。

既存ターミナル

〇 〇 〇

・既存ターミナルの運営事業は、指定管理もしくは施設の貸
付等により新ターミナルと別事業ともすることは可能であ
るが、事業の効率性、一体性からは、新ターミナルと一体
的に実施することが望ましい。

その他は財産貸付等

②都市機能施設
整備事業

商業施設
〇 〇 〇 〇

・商業施設の整備は、公共施設としての整備は想定しにくい
ため、民間開発事業とする。敷地条件から見て、定期借地
権等の適用が想定される。

エントランス空間

〇 〇 〇 〇 〇 〇

・エントランス空間は、公共用地として整備の他、民間事業
者の公開空地としての整備も想定される。

・将来的な路面電車の延伸等を想定すると公共用地として保
有することが望ましいと考えられることから民間開発事業
への負担金事業として、整備・維持管理等を実施すること
も想定される。

その他は、負担金等
による整備、維持管
理事業。
指定管理等にするこ
とも考えられる。

③その他事業
（個別事業）

臨港道路

〇 〇 〇 〇

・臨港道路整備は、ターミナル整備前に補助事業で整備され
ることを想定するため、別事業を想定する。

・なお、ターミナルとの一体性の観点からは、①の事業と一
体的に実施することも可能と考えられる。

路面電車

〇 △ 〇

・路面電車延伸は、中長期的な課題であり、事業実施を一体
的に行うことが難しいため、別事業として整理する。

・また、路面電車の車両運行自体は長崎電気軌道が行うこと
が基本と考えられるため、本事業の中に組み込むとしても
施設整備及び維持管理に事業範囲がとどまる。
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第６章 導入可能性の評価

６-１ クルーズ船の将来寄港需要調査

１） 船社ヒアリング先の選定
船社ヒアリング先は、2017 年～2019 年の長崎港へのクルーズ船入港実績から選定する。

表 ６-１ 2017 年入港実績

※CC:カーニバル・コーポレーション傘下

2018 年（H30）実績値では、入港船（入港船社）の動向が変化している。MSC クルーズ、
ドリームクルーズ（香港）、渤海輪渡股彬有限公司（中国）、ダイヤモンド・クルーズ（中国）
の入港回数が増加

表 ６-２ 2018 年入港実績

※CC:カーニバル・コーポレーション傘下

№ 船名 船会社 入港回数 Ｈ30ヒア
1 クァンタム・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 32 ○
2 コスタ・アトランチカ コスタ・クルーズ（CC） 27 ○
3 コスタ・フォーチュナ コスタ・クルーズ（CC） 26 ○
4 ノルウェージャン・ジョイ ノルウェージャン・クルーズライン 22 ○
5 マジェスティック・プリンセス プリンセスクルーズ（CC） 21 ○
6 コスタ・セレーナ コスタ・クルーズ（CC） 16 ○
7 MSCリリカ MSCクルーズ 15 ○
8 サファイア・プリンセス プリンセスクルーズ（CC） 14 ○
9 マリナー・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 12 ○
10 オベーション・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 12 ○

№ 船名 船会社 入港回数 Ｈ30ヒア
1 コスタ・セレーナ コスタ・クルーズ（CC） 34 ○
2 クァンタム・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 33 ○
3 コスタ・フォーチュナ コスタ・クルーズ（CC） 27 ○
4 ノルウェージャン・ジョイ ノルウェージャン・クルーズライン 25 ○
5 マジェスティック・プリンセス プリンセスクルーズ（CC） 13 ○
6 MSCスプレンディダ MSCクルーズ 13 ×
7 スーパースター・ヴァーゴ ドリーム・クルーズ 12 ×
8 オベーション・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 8 ○
9 チャイニーズ・タイシャン 渤海輪渡股彬有限公司 7 ×

10 グローリー・シー ダイヤモンド・クルーズ 7 ×
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2019 年（R1）実績値では、入港船（入港船社）の動向がさらに変化している。ポナン
（仏）、ウェルスター・トラベルサービス（中）、渤海輪渡股彬有限公司（中）の入港回数
が増加し、ノルウェージャン・クルーズライン（米）、MSC クルーズ（スイス）の入港回
数が減少している。

表 ６-３ 2019 年入港実績

※CC:カーニバル・コーポレーション傘下

ヒアリング先は以下の候補（全 9 社）への打診結果等から、計 5 社へヒアリングを実施
することとした。

表 ６-４ 海外船社へのヒアリング実施概要
№ 会社名 ヒアリング日時
1 A ３月２２日 １１時～
2 B ３月２２日 １５時～
3 C ３月２２日 １７時～
4 D ３月２４日 ９時～
5 E ３月２５日 １１時～

№ 船名 船会社 入港回数 Ｈ30ヒア
1 コスタ・セレーナ コスタ・クルーズ（CC） 32 ○
2 クァンタム・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 25 ○
3 ル・ラペルーズ ポナン 14 ×
4 ピアノ・ランド ウェルスター・トラベルサービス 13 ×
5 チャイニーズ・タイシャン 渤海輪渡股彬有限公司 12 ×
6 ボイジャー・オブ・ザ・シーズ ロイヤル・カリビアン・インターナショナル 12 ○
7 シーボーン・ソジャーン シーボーン・クルーズ・ライン（CC） 9 ×
8 クリスタル シンフォニー クリスタル・クルーズ 6 ×
9 ウェステルダム ホーランド・アメリカライン（CC） 5 ×

10 クイーン・エリザベス キュナード・ライン（CC） 5 ×
・
・
・

 
・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

― ダイヤモンド・プリンセス等 プリンセス・クルーズ（CC） 計13 ○
― ノルウェージャン・ジョイ ノルウェージャン・クルーズライン 3 ○
― ＭＳＣ スプレンディダ MSCクルーズ 2 ×
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２） 船社ヒアリング資料作成
船社ヒアリング資料を作成した。なお、日本語・英語・中国語バージョンで作成してい

る。
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３） 船社ヒアリング結果とりまとめ
船社ヒアリング結果概要を以下に示す。

表 ６-５ 船社ヒアリング結果概要（1/4）

会社名
アジア地域における配船戦略・

新造船の配船見通し

A

・ グループ企業から支援を受けており、コロナ禍以前から計画について変
更はない。

・ アジアへ配船予定の船は３隻
・ 富裕層をターゲットにした新しいブランドを計画している。

B
・ 中国が主要な寄港地であり６隻を配船するという会社の方針は変わらな

い。

C

・ 保有している船はフルキャパシティー950 人。
・ ターゲットの客層は富裕層。
・ フリートを増やす計画がある。

D

・ 今年の４月からは、日本への運航を再開する予定。東京、博多、佐世
保、金沢、新たに那覇も母港としたクルーズで長崎も寄港予定である。

・ フリート入れるものは、２隻。両方長崎へ寄港予定。
・ 新しい船も上海を母港として、９月までに造船する予定。
・ もう一隻、2025 年までに造船する予定（名前は未定）。

E

・ 現在保有している船は１隻のみ。
・ 今後は増やしてフリートにしたいと考えている。５隻ぐらいは確保し

て、フリートの形でオペレートしていきたい。
・ 既に２隻目については確保。残りの３隻についても交渉中。
・ ７万 GT を超えないぐらいの大きさの船を購入する計画。
・ 頻度については、各船で大体１年に１００回、１００航海ぐらいやりた

い
・ 通年クルーズをやりたいと思っており、それから、比較的短い３泊４日

ぐらいのクルーズを主にやっていきたい。
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表 ６-６ 船社ヒアリング結果概要（2/4）

会社名 長崎港への入港見込み

A

・ 我々がアジアに配船しようと考えている船は非常に大きな船であり、埠
頭に入る前の女神大橋を潜れないという問題がある。

・ 配船予定の船は女神大橋のエアドラフト（64ｍ）より 1ｍ高いため、検
討してほしい。

B

・ 長崎港は主要な寄港地の一つで、非常に戦略的な位置にある上、観光資
源も豊富ということで、我々はこれまでどおり長崎港に寄港したい。

・ オアシス級が女神大橋の下を潜れないという問題を解決してほしい。
・ 観光、ターミナル（円滑な CIQ）、バス駐車場など、約 1 万人を受け入

れるための体制を整えてほしい。

C

・ 長崎も含め、日本の港に寄港したい。
・ 長崎港は以前、なかなかバースを確保できなかった。
・ 富裕層に向けた少人数で食事や文化を楽しめるプログラムを提供してほ

しい。

D

・ ５隻の船の配船と旅程計画の責任者であり、長崎というのは重要な寄港
地と位置づけている。

・ 今年は少なくとも３隻運航する予定であり、来年は４隻。まず、１隻は
日本のお客さんを乗せるもの。２隻目が天津を出発して長崎に寄港する
もの。３隻目が上海を出発するものである。

・ 2019 年以前は数多く長崎港に寄港していたが、こうした計画を変える予
定はない。むしろより多くの船を送る予定でいる。

E

・ 個人的に長崎港は非常に気に入っているので、長崎への寄港は今後も増
やしていきたい。

・ 那覇や北九州などを寄港地としたようなクルーズをたくさんやっていき
たいと思うので、長崎港に寄港する機会も今後ますます増えていくと思
う。
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表 ６-７ 船社ヒアリング結果概要（3/4）

会社名
クルーズ事業（産業）の 2019 年以前と

比べた、全体を縮小するなどの変化

A
・ 事業を展開することができるエリア全てにおいて、事業を今後も拡大し

ていきたい。

B
・ 中国が主要な寄港地であり６隻を配船するという会社の方針は変わらな

い（再掲）。

C
・ ダウンサイズするどころか、マーケットは拡大すると思う。（主要クル

ーズ会社が長崎を含めた航路計画を立案。中国で新しいクルーズ会社が
少なくとも 4 社設立）

D ・ クルーズ業界の未来というのは明るいと自信を持っている。

E
・ 事業そのものについては全く変更をするつもりはなく、何も変わらな

い。

表 ６-８ 船社ヒアリング結果概要（4/4）

会社名 乗船乗客率など、運行計画

A ・ 中国や日本の政策によるところがある。

B

・ どの程度のペースで運行再開が実現するかは、政府の方針次第である。
・ 乗船乗客率については、最初は全体の 50％（ソフトオープニング）から

始める、だんだん増やして状況が安定するかどうか確かめる。
・ プロコトルが確立され状況が安定すれば、100％で運行したい。

C

・ 今の状態では海外に行けないので、中国沿岸を行ったり来たりしてい
る。

・ コロナが落ち着いたら海外に船を出し、長崎も含め、日本の港に寄港し
たいと思っている。

D
・ 所有船２隻の内１隻は天津を母港としており、もう１隻は上海を母港と

している。中国と日本の政府がゴーサインを出してくれれば、これを発
進させたいと思っている。

E

・ 乗客の方々に対しての感染防止策が必要。例えばパーティションの設け
るなどといったことをする必要設置など。

・ 以前のような日常に戻れるようになるまで、お客様に安全にクルーズを
楽しんでもらえるような対策を続けていきたい。
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６-２ 事業収支、シミュレーション、運営権対価（ＶＦＭ）検討

（１） 事業収支算定の条件整理
松が枝地区整備構想に基づく事業内容について、事業収支について整理する。
なお、整理に当たっては、都市機能用地に関する事業については、官民連携事業であるが、

公共施設整備ではなく、民間開発事業であることから、本検討での事業収支の検討からは除
くものとして、国際船ターミナル等の事業について整理を行う。

１） 概算事業費について
  本事業における概算事業費については、過年度調査等をベースに設定するものとする。

  ■初期投資
①ターミナル整備費

    ターミナル整備費は、過年度の事例調査結果及び、本調査で実施した先進事例ヒア
リングにおける結果としては、以下のような事業費となっている、

    また、建設着工統計における建設単価についてみると、近年、上昇傾向がみられて
おり、今後の傾向によっては、事業費への影響が懸念される。

表 ６-９ 既存事例の整備費
延床面積
（㎡）

建設費
（億円）

建設単価
（千円/㎡）

石川県 金沢港クルーズターミナル 7,761 29 373.7
福岡県 中央ふ頭クルーズターミナル 2,852 7.6 266.5
沖縄県 那覇クルーズターミナル 4,468 12 268.6
大阪府 天保山 5,760 23 399.3

※金沢港クルーズターミナルは展望デッキの床面積を除いている

表 ６-１０ 建設着工統計における整備費
RC造 単位： 万円/㎡

用途 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8 H2 9 H3 0 R0 1 R0 2 R0 3

長崎県全体 1 9 .9 2 6 .7 2 1 .4 2 1 .2 2 5 .2 2 7 .5 2 9 .5 2 8 .2 2 6 .5

公務用建築物 2 6 .7 3 6 .8 3 9 .6 2 4 .3 3 5 .2 3 3 .7 3 8 .4 3 9 .9 4 3 .3

事務所 2 7 .6 4 0 .2 3 7 .4 2 3 .9 4 2 .5 3 4 .0 3 4 .6 3 8 .9 4 4 .3

S造 単位： 万円/㎡

用途 H2 5 H2 6 H2 7 H2 8 H2 9 H3 0 R0 1 R0 2 R0 3

長崎県全体 1 3 .7 1 4 .9 1 7 .6 1 6 .5 1 8 .6 1 8 .1 2 4 .8 2 0 .2 2 0 .8

公務用建築物 1 0 .0 1 1 .8 1 6 .0 2 1 .0 2 0 .3 3 8 .1 4 5 .6 2 7 .3 3 5 .9

事務所 1 5 .9 1 2 .5 1 5 .0 1 5 .1 2 3 .0 2 3 .6 4 0 .4 2 7 .5 2 0 .8
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図 ６-１ 建設単価（左：RC 造 右：S 造）

    本検討においては、近年の建築価格の上昇等を踏まえ、既存事例のうち、単価の最
も高い数字を基本として、40 万円/㎡と設定するものとした。

表 ６-１１ ターミナル周辺整備費

②周辺土木工事費
    ターミナル整備と一体に整備される内容として、ツアーバス駐車場等がある。

これらの事業費については、過年度検討結果をベースに単価を設定するものとした。
なお、本調査における検討結果においては、過年度検討結果に対して、交通ターミ

ナルを拡大する一方で、緑地面積を削減したことなどから、それらの変更に伴う工事
費について整理を行っている。

その結果、事業費としては、約 4 億円として設定している。

備考
1 ターミナル施設整備 400 千円 13,020 ㎡ 5,208,000 千円 ※２Ｆ整備時

400 千円 21,840 ㎡ 8,736,000 千円 ※３Ｆ整備時

整備内容 単価 数量 金額

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0
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建
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）
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建
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/㎡
）

長崎県全体 公務用建築物 事務所
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表 ６-１２ ターミナル周辺整備費

  ■運営・維持管理費
①施設運営費

    施設運営費は、過年度調査による検討結果を踏襲するものとした。
運営コストに関して、過年度調査では、常勤職員の人件費を計上しているが、本調査
で実施している旅客船ターミナルの階高の違いによる施設規模の違いについては、
運営面積が増加するため、施設管理担当者の職員が増加するものとして設定した。

表 ６-１ 施設運営費

備考
1 駐車場整備 8.5 千円 9,500 ㎡ 80,750 千円 ※過年度結果より設定
2 外構整備 15 千円 2,000 ㎡ 30,000 千円 ※過年度結果より設定
3 交通広場整備 8.5 千円 7,430 ㎡ 63,155 千円 ※交通広場の拡大による見直しを実施
4 植栽 1 千円 1,500 ㎡ 1,500 千円 ※緑地面積の削減による見直しを実施
5 給水設備整備 20,000 千円 1 式 20,000 千円 ※過年度結果より設定
6 雨水排水施設備整備 20,000 千円 1 式 20,000 千円 ※過年度結果より設定
7 電気設備整備 20,000 千円 1 式 20,000 千円 ※過年度結果より設定

工事費（直工） 235,405 千円
間接費 70 ％ 164,784 千円
工事費 400,189 千円

単価 数量 金額整備内容

２Ｆ整備時
備考

1 人件費
施設責任者 11,000 千円 1 名 11,000 千円 ※過年度結果より設定
施設管理担当者 6,600 千円 8 名 52,800 千円 ※過年度結果より設定
事務担当者（常勤） 6,600 千円 1 名 6,600 千円 ※過年度結果より設定
事務担当者（非常勤） 900 千円 1 名 900 千円 ※過年度結果より設定
合計 71,300 千円

3Ｆ整備時
備考

1 人件費
施設責任者 11,000 千円 1 名 11,000 千円 ※過年度結果より設定
施設管理担当者 6,600 千円 14 名 92,400 千円 ※床面積の増加率に合わせて増加
事務担当者（常勤） 6,600 千円 1 名 6,600 千円 ※過年度結果より設定
事務担当者（非常勤） 900 千円 1 名 900 千円 ※過年度結果より設定
合計 110,900 千円

運営内容 単価 数量 金額

運営内容 単価 数量 金額
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②施設維持管理費
    施設維持管理費についても、過年度調査による検討結果を踏襲するものとした。

運営コストに関して、過年度調査では、常勤職員の人件費を計上しているが、本調査
で実施している旅客船ターミナルの階高の違いによる施設規模の違いについては、
運営目面積が増加するため、施設管理担当者の職員が増加するものとして設定した。

表 ６-２ 施設維持管理費
２Ｆ整備時

備考
1 植栽管理費 3,775 千円 1 式 3,775 千円 ※緑地面積の変化を考慮
2 清掃業務費 24,100 千円 1 式 24,100 千円 ※交通広場面積の変化を考慮
3 保守点検費 7,900 千円 1 式 7,900 千円 ※過年度結果より設定
4 警備費 16,200 千円 1 式 16,200 千円 ※過年度結果より設定
5 通信費 1,100 千円 1 式 1,100 千円
6 光熱水費 37,100 千円 1 式 37,100 千円
7 修繕費  4,300 千円 1 式 4,300 千円
8 その他経費（物品購入等） 9,400 千円 1 式 9,400 千円 ※過年度結果より設定

合計 103,875 千円
３Ｆ整備時

備考
1 植栽管理費 3,775 千円 1 式 3,775 千円 ※緑地面積の変化を考慮
2 清掃業務費 24,100 千円 1 式 24,100 千円 ※交通広場面積の変化を考慮
3 保守点検費 13,300 千円 1 式 13,300 千円 ※床面積増に合わせて増加
4 警備費 27,200 千円 1 式 27,200 千円 ※床面積増に合わせて増加
5 通信費 1,900 千円 1 式 1,900 千円 ※床面積増に合わせて増加
6 光熱水費 62,300 千円 1 式 62,300 千円 ※床面積増に合わせて増加
7 修繕費  7,300 千円 1 式 7,300 千円 ※床面積増に合わせて増加
8 その他経費（物品購入等） 15,800 千円 1 式 15,800 千円 ※床面積増に合わせて増加

合計 155,675 千円

数量 金額

維持管理内容 単価 数量 金額

維持管理内容 単価
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２） 事業収入の想定について
  本事業における収入については、以下の想定とする。

ターミナル運営の収入としては、入港船舶（乗船客）からのターミナル利用料を想定する。
  本調査では、以下のような仮定とした。

①ターミナル使用料
    ターミナル使用料は、入港船舶の乗船客より徴収する想定とする。

使用料の想定として、ここでは、1,000 円/人回の徴収するものとした。

②入港船舶数
    前章の設定では、2020 年代後半に 525 隻の入港が見込まれるものと想定されてい

る。これを 2030 年と設定して、2015 年~2019 年の実績数と比較すると、年 50 隻程
度の増加ペースとなり、これを事業期間で単純平均すると約 400 隻の入港となる。

    但し、コロナ禍において、需要の回復が見通せない中では、2030 年に需要想定に
ついては、さらに長期的に確保されるものと想定される。

    そのため、ここでは、現状よりやや大きい 300 隻の入港を基本としてシミュレー
ションを行うものとした。

③1 隻あたりの乗船客数
    入港一隻あたりの乗船客数については、2015~2019 年の入港実績（2,860 人/隻）

を採用するものとした。コロナ禍において、乗船率を下げて運行されている例もある
ものの、クルーズのような事業では、収益確保には、一度に多くの乗船客を確保する
ことが事業モデルであることから、コロナ禍における一時的な対応として、乗船率は、
コロナ前の水準に戻ってくるものとした。

④ターミナルビルテナント賃料
    ターミナルビルを 3Ｆ建てとする際には、テナント床の確保が可能となる。

これらのテナントは、入港船舶の乗船客をターゲットとしたテナントを異なるこ
とも想定される。

今後の検討において、テナント需要の見極めが必要となるが、長崎市内の事務所の
賃料相場等を勘案して、月坪 8000 円程度の相場を想定して、2500 円/㎡の賃料設定
とした。

また、合わせて確保されるテナント床の稼働率等を勘案して、稼働床面積を 80％
として設定するものとした。
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（２） 事業シミュレーション
前項で設定した事業収支をもとに、事業シミュレーションを行う。

本調査段階では、事業性については、一定程度確保されると想定されるものの、需要リスク
のリスク分担の観点から、事業方式は、ＰＦＩ(BTO)方式（独立採算型もしくは、サービス
購入型）やＢＴ+コンセッションまでの方式が想定される。

ここでは、需要リスクを公共で負担するサービス購入型事業と民間で負担するコンセッ
ションの導入による運営権対価として、双方の整理を行うものとした。

１） 事業収支の算定
  前項までの整理をもとに、事業収支を設定すると以下のようになる。
  事業期間については、今後さらに詰めていく必要があるが、ここでは、運営期間を 30

年間として設定した。
  また、事業収支の算定にあたっては、県のふ頭債の償還を行っていくことから、これの

必要額について支出として計上するものとした。

  算定結果を見ると、30 年間の事業収支では、2Ｆ建てターミナルの方がやや収支がよく
なっている。これは、ターミナル規模の拡大に応じて、入港船舶が増加せず、ターミナル
使用料の増収が見込めないのに対して、テナント部分の賃料収入と維持管理費での収益
率があまり高くないためと想定される。

  そのため、テナント床の確保の必要性等については、さらに検討を進めていくことが必
要と考えられる。
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表 ６-３ 想定事業収支（2Ｆターミナル）

＜2Ｆターミナルの場合＞
運営収入
① ターミナル利用者数 858,000 人/年

入港船舶数 300 隻/年 2015-2019実績及び将来需要予測から設定
平均乗船客数 2,860 人/隻 2015-2019実績から設定

② ターミナル使用料 858,000 千円/年
使用料単価 1,000 円/人回

③ ツアーバス駐車料金 17,160 千円/年
利用人数 343,200 人/年 利用率40％想定
乗車人数 40 人/台 大型バス乗車定員50人から想定
利用台数 8,580 台/年
駐車料金 2,000 円/台 ツアーバス駐車料金

④ 収入計 875,160 千円/年 ④=②+③
運営支出
➄ 維持管理費 103,875 千円/年 過年度検討結果と同様と想定 民活時は5％程度の低減を想定
⑥ 運営費 71,300 千円/年 過年度検討結果と同様と想定 民活時は5％程度の低減を想定
⑦ 起債償還額 253,333 千円/年 ターミナル使用料設定に含まれるため考慮（30年）
⑧ 支出計 428,508 千円/年 ⑧=➄+⑥+⑦
運営収支 446,652 千円/年 ④－⑧

13,399,550 千円 30年間運営

初期投資（２Ｆ時）
① 施設整備費（建築） 5,208,000 千円 ２Ｆ時（@40万円/㎡）民活時は10％程度の低減を想定

施設整備費（土木） 400,189 千円 過年度調査をもとに整理。民活時は10％程度の低減を想定
② 金利負担 1,713,570 千円 利率2％ 30年間 借入割合初期投資の90％
③ 合計 7,321,759 千円 ➄=①+②

単純収支
① 運営収支 計 13,399,550 千円
② 初期投資計 7,321,759 千円
③ 事業収支 6,077,792 千円 ➂=②-①

ターミナル周辺土地造成価：76 億円（30 年分割）
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表 ６-１６ 想定事業収支（３Ｆターミナル）

＜３Ｆターミナルの場合＞
運営収入
① ターミナル利用者数 858,000 人/年

入港船舶数 300 隻/年 2015-2019実績及び将来需要予測から設定
平均乗船客数 2,860 人/隻 2015-2019実績から設定

② ターミナル使用料 858,000 千円/年
使用料単価 1,000 円/人回

③ ツアーバス駐車料金 17,160 千円/年
利用人数 343,200 人/年 利用率40％想定
乗車人数 40 人/台 大型バス乗車定員50人から想定
利用台数 8,580 台/年
駐車料金 2,000 円/台 ツアーバス駐車料金

④ テナント床賃料 134,400 千円/年
貸床面積 4,480 ㎡ 2Ｆ、3Ｆテナント床✕80％程度で想定

賃料 2,500 円/㎡月 ※事務所賃料等から設定
➄ 収入計 1,009,560 千円/年 ➄=②+③+④
運営支出
⑥ 維持管理費 155,675 千円/年 過年度検討結果と同様と想定 民活時は5％程度の低減を想定
⑦ 運営費 110,900 千円/年 過年度検討結果から想定 民活時は5％程度の低減を想定
⑧ 起債償還額 253,333 千円/年 ターミナル使用料設定に含まれるため考慮（40年）
⑨ 支出計 519,908 千円/年 ⑨=⑥+⑦+⑧
運営収支 489,652 千円/年

14,689,550 千円 30年間運営

初期投資（３Ｆ時）
① 施設整備費（建築） 8,736,000 千円 ３Ｆ時（@40万円/㎡）民活時は10％程度の低減を想定

施設整備費（土木） 400,189 千円 過年度調査をもとに整理。民活時は10％程度の低減を想定
② 金利負担 2,791,543 千円 利率2％ 30年間 借入割合初期投資の90％
➂ 合計 11,927,732 千円 ➂=①+②

単純収支
① 運営収支 計 14,689,550 千円
② 初期投資計 11,927,732 千円
③ 事業収支 2,761,819 千円 ➂=②-①

ターミナル周辺土地造成価：76 億円（30 年分割）



６-17

２） 運営権対価の整理
  運営権対価については、内閣府の公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関する

ガイドラインでの記載をもとにすると、本事業における 30 年間の運営収支を運営権対価
と設定することが想定される。

実際には、事業収入の見込みに関するリスク（需要リスク）を見込み、収入のベースラ
インを設定する必要があり、これの設定により、運営権対価とプロフィット・ロスシェア
リングを設定していく必要がある。

30 年間の運営収支の現在価値化にあたっては、基準年を令和４年、運営開始を令和 11
年として、4％の割引率を用いて現在価値化し運営権対価を試算している。

表 ６-１７ 運営権対価の試算結果
運営収支（千円） 運営権対価（千円）

2Ｆターミナル時 13,399,550 千円 6,104,006 千円
3Ｆターミナル時 14.689,550 千円 6,691,651 千円

※運営権対価は、運営収支を年度別に現在価値化して試算している。

【参考】内閣府公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関するガイドライン
P3
＜運営権対価＞
（８）運営権対価は、あらかじめ実施契約において管理者等・運営権者間で定めた金額であり、運営権対

価の支払い方法・時期については、管理者等及び運営権者の合意により決定すること。
（９）運営権対価の算出方法は、運営権者が将来得られるであろうと見込む事業収入から事業の実施に要

する支出を控除したものを現在価値に割り戻したもの等の合理的な手法が考えられること。
P25
２－２．運営権対価の算出方法
（１）運営権対価の算出方法は、運営権者が将来得られるであろうと見込む事業収入から事業の実施に要

する支出を控除したものを現在価値に割り戻したもの（利益）を基本とし、各事業のリスクや優位
性等を勘案し、運営権対価の割引、上乗せ等による調整や運営事業に付随して管理者等から売払い
を受ける施設や物品等の購入金額を控除した金額等の合理的な手法が考えられる。

（２）リスクは可能な限り金額に換算し算入する。例えば、需要変動リスクや運営等のコスト等の上昇リ
スクの分析、必要となる保険料の見積もりの活用等が考えられる。

【参考】現在価値化の計算
・ｎ年度目の収支の現在価値化は、以下の式で計算される。

Pn ＝ P /（1+r）＾ｎ

  Pn ：ｎ年度目の収支の現在価値
  Ｐ ：ｎ年度目の収支額（簡易シミュレーションのため毎年一定）
  ｒ ：社会的割引率（4％で設定）
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３） ＶFM（Value for Money）の算定
また、需要リスクの官民負担の関係で、ＰＦＩ（ＢＴＯ）のサービス購入型として事業

を実施した場合のＶＦＭについて算出を行う。
VFM は、施設の整備及び管理運営に関して、従来型の公共事業で実施した場合の費用

（PSC：Public Sector Comparator）と PFI 事業等により一括発注、性能発注等を行った
場合の費用（PFI-LCC：Life Cycle Cost）を比較し、PFI で実施した方が、費用（財政負
担）が低減される場合に、VFM があるという。

VFM は、各年度の費用について、現在価値化して算出を行う。
計算式は、以下の通り。

（PSC）－（PFI-LCC）
VFM（％）＝ ―――――――――――――― × 100
           （PSC）

出典：内閣府 HP（https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/kiso/kiso13_01.html）

VFM の算定にあたって、使用した事業費等については、先述の通りとした。
なお、その他の必要事項として以下を見込んで算定している。

  
①費用削減率

    ＰＦＩ事業時の費用削減率としては、建設費については 10％、維持管理運営費に
ついては、5％の削減を見込んだ。
②その他の費用

    ＰＦＩ事業時には、アドバイザリー費用として 30,000 千円、ＳＰＣの運営費とし
て 10,000 千円/年の費用を見込んだ。

   ＰＦＩ事業採用により必要となる用については、内閣府で公表しているＶＦＭ簡易算定モデルに
おける設定値等をもとに設定した。

※アドバイザリー費用は、官民の事業締結支援のためのコンサルタント費用
※SPC の運営費用は、対象施設の運営以外に、会社の運営に必要となる費用

（人件費、事務所賃料、会 計監査費用等）

これらの条件をもとに、ＶＦＭを算定すると次のようになる。
シミュレーションの実施は、国土交通省のＶＦＭ簡易算定モデルを使用している。
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表 ６-４ VＦＭ算定結果

＜2Ｆターミナルの場合＞

※ＰＦＩを導入した場合に、公共が民間に支払うサービス対価：サービス購入費の総額
施設整備相当サービス対価の支払い額          ：サービス購入費の内施設整備相当分
その他のサービス対価                 ：サービス購入費の内施設整備以外相当分

※計算にあたっての基本的な収入、支出の考え方は、全ページの記載項目以外については、運営収支の算
定と同様の設定を用いている。

＜内訳＞
従来型手法 PFI 手法

候補となる PPP/PFI 手法 BTO
①整備等（運営等を除く。）を費用 5,608,188 5,097,844 
②運営等費用 5,505,000 5,529,750 
③調査等費用 0 30,000 
④資金調達費用 1,764,044 1,798,314 
⑤利用料金収入 0 0 
⑥税金 0 75,090 
⑦税引後損益 0 227,313 
⑧補助金・交付金等 0 0 
合計 12,877,232 12,758,311 
合計（現在価値化） 7,396,744 7,084,437 
財政支出削減率 4.2%

ＰＦＩを導入した場合に、公共が民間に支払うサービス対価 12,746,943 千円
（内訳） 施設整備相当サービス対価の支払額（元本+利息分） 6,896,160 千円

その他のサービス対価 5,850,783 千円

(A) ＰＳＣ：従来方式（公共が直接実施する場合）のコスト（現在価値） 7,396,744 千円

(B) ＰＦＩ－ＬＣＣ：ＰＦＩ方式で実施する場合のコスト（現在価値） 7,084,437 千円

(C) ＶＦＭ　：　財政負担削減額　（Ａ－Ｂ） 312,307 千円

　　　　　　財政削減率（Ｃ/Ａ*１００） 4.2 ％
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＜３Ｆターミナルの場合＞

※ＰＦＩを導入した場合に、公共が民間に支払うサービス対価：サービス購入費の総額
施設整備相当サービス対価の支払い額          ：サービス購入費の内施設整備相当分
その他のサービス対価                 ：サービス購入費の内施設整備以外相当分

※計算にあたっての基本的な収入、支出の考え方は、全ページの記載項目以外については、運営収支の算
定と同様の設定を用いている。

＜内訳＞
従来型手法 PFI 手法

候補となる PPP/PFI 手法 BTO
①整備等（運営等を除く。）を費用 9,136,188 8,304,796 
②運営等費用 7,997,250 7,897,380 
③調査等費用 0 30,000 
④資金調達費用 2,873,768 2,929,601 
⑤利用料金収入 0 0 
⑥税金 0 115,860 
⑦税引後損益 0 350,751 
⑧補助金・交付金等 0 0 
合計 20,007,206 19,628,388 
合計（現在価値化） 11,511,815 10,892,062 
財政支出削減率 5.4%

これらの結果を見ると、サービス購入型のＰＦＩ事業として実施した場合でも、公共の
４～6％の財政負担の削減は図られるものとなっている。

ＰＦＩを導入した場合に、公共が民間に支払うサービス対価 19,627,128 千円
（内訳） 施設整備相当サービス対価の支払額（元本+利息分） 11,234,397 千円

その他のサービス対価 8,392,731 千円

(A) ＰＳＣ：従来方式（公共が直接実施する場合）のコスト（現在価値） 11,511,815 千円

(B) ＰＦＩ－ＬＣＣ：ＰＦＩ方式で実施する場合のコスト（現在価値） 10,892,062 千円

(C) ＶＦＭ　：　財政負担削減額　（Ａ－Ｂ） 619,753 千円
　　　　　　財政削減率（Ｃ/Ａ*１００） 5.4 ％
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６-３ ２次サウンディング

（１） 調査概要
１） 調査目的

2 次サウンディングについては、1 次サウンディング結果を受けて、港湾施設の配置計
画等、港湾施設整備事業に関する港湾施設配置計画や新ターミナル想定レイアウト、想定
される主な収支などを提示したうえで、民間資金を活用した実現性の高い PFI 事業手法
について選出することを目的に、本構想に意欲のある民間事業者へサウンディング調査
を行うものとした。

２） 調査内容
調査内容としては、以下を設定した。
・民間事業者の参入意欲のある事業手法について
・今回設定したターミナル使用料の試算に基づく、民間事業者の事業収支の感触。

  ・ロスシェアリング、プロフィットシェアリングに対する民間事業者の考え
（官側が負担するべきリスク規模等も含む）

  ・整備構想概要（案）に対する異見や、御社で想定される収益施設の付加について
  ・既存ターミナルの収益施設としての活用（案）

・CNP に寄与する本事業に活用可能性のある民間事業者の取組
・その他

（２） ヒアリングの実施
ヒアリング対象は、1 次サウンディング結果と受けて、港湾施設整備及び維持管理等に

関して興味を持つ事業者に対して実施するものとした。
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＜調査の案内文＞
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（３） ヒアリング結果整理
２次サウンディングにおけるヒアリング結果を整理した。
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６-４ 導入可能性評価、基本スキーム等の整理

（１） 導入可能性に関する評価
本調査における官民連携事業としての導入可能性としては、以下の通りとなる。

１） 事業性から見た評価
港湾施設整備事業に関する事業性としては、ターミナル使用料の収入が確保されれば、

施設整備・運営が独立採算に近い形で実現可能との評価となるため、導入可能性は高いも
のと想定される。

仮に、需要リスクを公共で負担するケースにおいても 4～6％の財政負担の削減が図ら
れるため、ＶＦＭの実現は可能との結果となった。

２） 民間事業者サウンディング調査からみた評価
本調査でサウンディングを実施した事業者からは、事業への参画に関する前向きな意

見が多く、多くの事業者が参画を検討することが想定される。
なお、サウンディング調査結果からは、需要リスクに対する懸念の声が多く、需要リス

クの官民負担の設定が事業成立のカギとなるものと想定される。
現時点では、コロナ禍下において、クルーズ船が入港していないと事象を踏まえると民

間事業者側の需要リスクに対する懸念は大変高いことから、これらの払拭が必要となる。
事業着手前の期間においてクルーズ需要が回復してくれば、民間事業者の参画意欲の

向上も期待される。

３） 事業範囲に関する評価
民間事業者のサウンディング調査等を通じた参画意欲等を踏まえると、前章で整理し

た通り、a.港湾施設整備・管理運営事業、b.都市機能用地開発事業、ｃ.その他の事業に大
別される。

事業者の参画意欲から見た場合、デベロッパーと中心にａとｂについて一体的に実施
したいと考える事業者が多く、ａのみという意見が建設会社を中心として多くみられて
いる。

本調査の結果としては、一体的な開発については、事業手法も異なることから、以下の
点の整理をしたうえで一体的な事業とするかどうかを判断することが必要と考えられる。
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①事業の相乗効果の可能性
    松が枝地区の一体的な開発を行う面からは、事業の効率性、相乗効果の観点から一

体的な事業公募、同一事業者による開発が望ましいと考えられる。
    なお、一体開発にあたっては、港湾機能と都市機能用地との機能分担等を踏まえた

相乗効果の見込める事業内容としていく必要がある。

②事業の実施時期の整合
    民間事業者から一体開発の要望がでる一方で、港湾施設と都市機能施設の整備時

期のずれに関して懸念する声が多い。
同一事業者による開発を指向して、一体的な事業提案に関する公募を行ったとし

ても、時期がずれてくると一体的な開発が行えないとの意見も多い。
事業時期を合わせるためにすべての事業を遅らせるという案もあるものの新ター

ミナルの早期供用の観点からは、都市機能施設に関する調整を早期に進めていく必
要性が高い。

③複数契約による事業の実施
    港湾施設と都市機能施設の一体的な開発を行う場合、契約する事業期間が異なっ

てくる可能性もある。
想定される事業手法を考慮すると都市機能用地に関する事業に関しては、事業用

定期借地権等の適用により、港湾施設よりも事業期間が長くなる可能性がある。
そのため、事業公募においては、一体的な公募により提案を求めることも想定され

るが、事業に関する基本協定以降、事業契約では、民間開発事業の事業収支に公共施
設の運営事業が影響を受けないよう、複数の契約（会計）としておくが必要である。

また、複数契約にあたっては、一体型公募を行った場合、公共との契約主体を同一
主体（SPC）とすると公共施設事業の完了後も都市機能用地のためにＳＰＣが解散で
きないなどの課題が生じる場合もあることから、一体的な事業公募に際しては、事業
提案した事業者グループで構成する SPC 以外の契約主体（SPC を構成するグループ
内企業との個別契約）等の必要性についてもさらに対話を続けて検討を進めていく
必要性が高い。
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４） 事業スキームに関する評価
本事業における事業スキームとしては、入港船舶のターミナル使用料の設定状況、プロ

フィットシェアリング条項等に関する官民のリスク分担に関する協議が整えば、ＢＴ+コ
ンセッションスキームでの実施が想定される。

需要リスクの分担の折り合いがつかない場合には、ＰＦＩ（ＢＴＯ）スキームのサービ
ス購入型の採用や、ベースロードとしてのサービス購入費の組み合わせ等も想定される。

なお、都市機能用地の事業については、民間事業者からは、長期の契約が必要とされて
いることから、事業用定期借地権等による事業が想定される。

これらのスキームについては、想定スキームについて、民間事業者からも理解を得られ
たことから、今後、公募に向けた事業条件をさらに詰めていく必要がある。
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６-５ 官民業務分担・事業リスク分担の検討

（１） 事業実施の官民の業務分担
港湾施設整備においては、一般的な事業範囲と考えられることから、これまでの官民連携

事業における役割分担の観点から以下のような分担になると想定される。
本事業における一番の課題は、クルーズ船の需要リスクと考えられることから、需要リス

クに関する事例等からリスク分担方法を整理する。

表 ６-１９ 官民連携事業のリスク分担表①

業務項目 内容
役割分担

県 民間
共通 入札説明書リスク 入札説明書の誤りに関するもの、内容の変

更に関するもの等 ●

応募リスク 応募費用の負担 ●
資金調達リスク 県が資金を確保できないことによる支払

遅延不能リスク ●

事業者が必要とする資金を確保できない
ことによるリスク ●

契約リスク 選定事業者と契約が結べない、または契約
手続きに時間がかかる場合 ● ●

制度関連
リスク

政治・行政リスク PFI の契約議決が得られない場合
●

法制度リスク 法制度・許認可の新設・変更に関するもの
（PFI 事業に変更を及ぼすもの）

●

法制度・許認可の新設・変更に関するもの
（上記以外）

●

許認可リスク 許認可の遅延に関するもの（県で取得する
部分）

●

許認可の遅延に関するもの（上記以外の部
分）

●

税制度リスク 法人の利益に係るもの（法人税等）関する
もの

●

消費税の変更に関するもの ●
上記以外の変更に関するもの ●

社会
リスク

住民対応リスク 施設の設置・運営に対する住民反対運動・
訴訟・要望に関するもの

●

上記以外に起因するもの ●
環境問題リスク 予定地から有害物質が発見された場合 ●

事業者が行う業務に起因する有害物質の
排出・漏洩、水枯れ振動、大気汚染、水質
汚濁、光・臭気に関するもの

●
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表 ６-５ 官民連携事業のリスク分担表②

業務項目 内容
役割分担

県 民間
共通 社会 第三者賠償リスク 事業者の帰責事由によるもの ●

リスク 上記以外のもの ●
債務不
履行
リスク

事業者の責めに
よるもの

選定事業者の事業放棄・破綻によるも
の、選定事業者が提供するサービスが
定められた条件を満たさない場合等

●

公共の責めによ
るもの

県の債務不履行、当該サービスが不要
となった場合等 ●

金利リスク 金利確定日以前における金利変動 ●
金利確定日以降における金利変動 ●

物価変動リスク 事業契約に定める一定範囲内のインフ
レ・デフレにかかわるもの ●

事業契約に定める一定範囲を超えるイ
ンフレ・デフレにかかわるもの ●

不可抗力リスク 戦争、地震、台風、風水害等 ● 〇
計画
段階

計画
設計

発注者責任
リスク

事業者の発注による工事請負契約の内
容及びその変更に関するもの ●

リスク 県側の要求による工事請負契約の内容
及びその変更に関するもの ●

測量・調査リス
ク

選定事業者が実施した測量・調査に関
するもの ●

造成リスク 造成に関するもの ●
設計リスク 県の提示条件、指示の不備、県の要求

に基づく変更によるもの
事業者・請負会社の指示、判断の不備

建設 建設 用地リスク 建設予定地の確保に関するもの ●
段階 リスク 工事遅延リスク 事業者の責めによる工事が契約に定め

る工期より遅延する、または完工しな
い場合

●

県の要求による設計変更等により、遅
延する、または完工しない場合 ●

工事監理リスク 工事監理に関するもの ●
工事費増大リス
ク

県の指示に起因する工事費の増大 ●

上記以外の工事費の増大 ●
性能リスク 要求仕様不適合（施工不良を含む） ●
施設損傷リスク 県の責により事業者が施設を県に引き

渡す前に工事目的物や材料他、関連工
事に関して生じた損害

●
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表 ６-６ 官民連携事業のリスク分担表③

業務項目 内容
役割分担

県 民間
建設
段階

建設
リスク

施設損傷リスク 上記以外の要因により事業者が施設を
県に引き渡す前に工事目的物や材料
他、関連工事に関して生じた損害

●

委託業者の管理 プロジェクトマネジメントの不足、事
業者間紛争等により生じる損害及び追
加費用

●

維持
管理

計画変更リスク 県の責めによる事業内容の変更に関す
るもの ●

運営 事業者の要望による事業内容の変更に
関するもの ●

維持管
理リス
ク

性能リスク 要求仕様不適合によるもの（施工不良
が原因による場合を含む） ●

施設瑕疵リスク 瑕疵担保期間中に施設に瑕疵が見つか
った場合 ●

瑕疵担保期間が終了した後に施設に瑕
疵が見つかった場合 ●

維持管理コスト
リスク

県の責めによる事業内容・用途の変更
等に起因する維持管理費の増大・減少 ●

上記以外の要因による維持管理費の増
大（物価・金利変動によるものは除く） ●

施設損傷リスク 劣化によるもの ●
事業者の責めによる施設の損傷 ●
第三者の責めによる施設の損傷 ●

備品更新リスク 事業者の責めによる備品の損傷 ●
第三者の責めによる備品の損傷 ●

修理費増大リス
ク

利用者の増加に伴う点検や修繕等の増
加しによるコストの増加 ●

運営
リスク

計画変更リスク 県の責めによる事業内容の変更に関す
るもの ●

事業者の要望による事業内容の変更に
関するもの ●

性能リスク 要求仕様不適合によるもの ●
情報システム
リスク

県のシステムの故障や陳腐化に関する
もの ●

事業者整備するシステムの故障や陳腐
化に関するもの ●
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６-７ 官民連携事業のリスク分担表④

業務項目 内容
役割分担

県 民間
維持 運営 盗難リスク 事業者の警備・管理不備によるもの ●
管理 リスク 上記以外のもの ●
運営 情報流出リスク 事業者の責めによる個人情報等の流出 ●

県の責めによる個人情報等の流出 ●
利用者対応リス
ク

利用者からの苦情及び施設内における
利用者間のトラブル ●

県に対する利用者からの苦情、県の施
策・方針等に関わるもの ●

需要増減リスク 入港船舶の増減による利用者の増加・
減少による収入の減少及び運営費や業
務量の増大・減少

要調整事項

運営コスト
リスク

県の責めによる事業内容の変更等に起
因する運営費の増大・減少 ●

上記以外の要因による運営費の増大
（物価・金利変動によるものは除く） ●
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（２） 需要リスクの分担方法
本事業の実現可能性の面においては、需要リスクの官民分担が課題となる。
プロフィット・ロスシェアリング等の考え方について考察する。

１） 既存事例でのプロフィットシェアリング
既存事例における需要リスクの分担方法について以下に示す。

①愛知県新体育館整備・運営等事業（ＢＴコンセッション事業）
   ・設計建設費と 30 年間の維持管理運営費を加えた額から、利用料金収入を差し引き、

サービス購入費を設定する方式。
   ・併せて運営権者を指定管理者として指定することで、使用許可権限を付与。
   ・サービス購入費を組み合わせることで需要リスクの官民分担を実現している。

愛知県新体育館整備・運営等事業 特定事業契約書（案）
第 5 条 （運営実施業務の収入）
1 事業者は、本施設に係る運営実施業務を実施するにあたり、事業提案書に

基づき県と協議して利用料金を設定又は変更の上、本施設の利用者（以下
「利用者」という。）から利用料金を徴収することができる。利用者から
徴収した利用料金は、全て事業者の収入とする。

2 事業者による徴収した利用料金の還付並びに利用料金の全部又は一部の
免除及びその徴収の延期は、施設設置管理条例の定めに従うものとする。

図 ６-２ サービス購入費を組み合わせたコンセッションスキーム



６-33

②愛知県有料道路運営等事業（コンセッション事業）  
   ・これまでの運営実績等からベースとなる交通量を設定。交通量の増減に対して、民

間の収益還元、公共の損失保証の条項を設定。
   ・有料道路については、償還のための計画交通量があることから、これらをベースに

需要のラインを設定し、上下 6％を超えた場合には、収益還元、損失補填を行う仕
組みとなっている。

愛知県有料道路運営等事業 募集要項
（７）運営権者による運営の結果生じる収益の帰属

イ 交通量の増減による収入
  交通量増加の結果、各年次の実績料金収入が、「資料２ 将来の収入及び

支出の予測」における各年次の計画料金収入を上回る場合については、計
画と実績の差異が６％の範囲内であれば運営権者に帰属、それを超える
部分については公社に帰属させるものとする。

  また、交通量減少による減収に関しては、基本的には増収の場合と同様
に、６％の範囲内であれば運営権者の負担、それを超える部分については
公社が負担するものとする。ただし、運営権者の提案に基づく料金割引に
よる６％を超える減収については運営権者の負担、競合路線の供用によ
る交通量の減少に伴う減収に関しては、その影響による減収相当額を精
査のうえ、当該額を公社が負担するものとし、詳細は実施契約のとおりと
する。

  なお、計画と実績の差異については、８路線全体で判断するものではな
く、運営権の設定単位で判断するものとしている。
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③愛知県国際展示場コンセッション  
・需要リスクに関して、プロフィットシェアリング、ロスシェアリングの項目を設定。
・また、事業安定化の支援として、運営権者から支払われた運営権対価を全額、基金

に積み立てておき、ロスシェアリングにおける公共からの支払いに充当すること
としている。

・新規施設であり、利用実績等がないことから、開業後 5 年間は、県による運営支
援を行い、需要リスクは公共で負担する。

   ・6 年目以降、プロフィットシェアリングによる需要リスクを官民で分担する。
   ・県と運営権者で合意する目標値は、それまでの実績を踏まえ 5 年毎に見直し
   ・天災等による催事等の中止によるリスクは、運営権者及び主催事業者で負担とする

が、過度の負担の場合、協議のうえで、負担分に見合うよう運営期間の延長が可能。

愛知県国際展示場コンセッション 特定事業契約書（追加分）
第 4 条 （プロフィット・シェアリング）
1 第 2 期中期以降の各事業年度において、施設維持管理運営業務及び附帯

事業運営業務の収入の実績値の合計額が単年度計画に定める当該各収入
の計画値の合計額の 115％を上回った場合、実施契約（当初分）第 5 条
（施設維持管理運営業務の収入）第 1 項にかかわらず、運営権者は、県
に対し、当該超過額（以下「プロフィットシェア基準額」という。）から
次項に定める金額（以下「プロフィットシェア控除額」という。）を控除
した残額を、当該事業年度の翌事業年度の 4 月末日までに支払うものと
する。

2 プロフィットシェア控除額は、プロフィットシェア基準額に県と運営権
者が別途合意する定数を乗じた金額とする。かかる定数は、第 1 期中期
中の施設維持管理運営業務及び附帯事業運営業務の収支の実績を踏まえ
て、プロフィットシェア基準額分の収入増加のために要した施設維持管
理運営業務及び附帯事業運営業務の支出増加額を推計するための数値と
して、県及び運営権者の合意により合理的に定めるものとする。

3 県は、第 1 項に基づき運営権者から支払いを受けた金員を、【基金関連法
令の名称】に従い、本基金に積み立てるものとする。
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第 6 条 （ロス・シェアリング）
1 第 2 期中期以降の各事業年度において、施設維持管理運営業務及び附帯

事業運営業務の収入の実績値の合計額が単年度計画に定める当該各収入
の計画値の合計額の 85％を下回った場合、県は、本基金に積み立てられ
た金員をもって、【基金関連法令の名称】に従い、運営権者に対し、当該
下回った額（以下「ロス・シェアリング負担金」という。）を、当該事業
年度の翌事業年度の 4 月末日までに支払うものとする。但し、当該事業
年度において、施設維持管理運営業務及び附帯事業運営業務の損益（収入
から支出を差し引いた値を意味する。）と官民連携による需要創造推進業
務の損益の合計額が正の値となる場合には、ロス・シェアリング負担金の
支払いは行わない。

2 前項に定める官民連携による需要創造推進業務の損益は、［官民連携によ
る需要創造推進業務に係る運営権者の収入からその支出を差し引いた値
／官民連携による需要創造推進業務に関し運営権者が【官民連携による
需要創造推進業務の組織の名称】から受領する収入から当該業務に関し
運営権者が負担する支出を差し引いた値］とする。

図 ６-３ 段階的な需要リスク分担の概念図
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２） 本事業におけるプロフィットシェアリング
本事業におけるプロフィットシェアリングについては、クルーズ船需要が観光、催事的

なものであることを踏まえると既存事例における需要リスクの分担方法からは、愛知県
国際展示場コンセッションのパターンの採用等が想定される。

基本的な考え方としては、以下の通り。

・基本的な事業スキームとして、入港船舶に対するターミナル使用料を新たに設定する
ことにより、収益が確保できる（償還可能な）事業計画を設定

・計画設定時の需要（来訪者数）を基本として、需要の増加、減少に関して、民間から
の公共への収益還元及び公共から民間への損失補填を検討する。（プロフィットシェ
アリング条項の適用）

・プロフィットシェアリング条項の適応する基準については、需要のベースラインの設
定を踏まえて検討。

・設定に当たっては、民間事業者との対話が必須であり、官民で事業内容を詰めていく
段階で具体的な調整を実施する、

・一方で、コロナ前は、クルーズ需要が増加傾向であったものの、コロナ後の需要回復
が見通せないことから、事業の開始にあたっては、需要の回復状況が鈍ければ、サー
ビス購入型による事業（損失を公共で負担）として実施し、定期的な見直しにより次
点修正を行っていくことが考えられる。

・なお、これらの条項の適用は公共事業として必要な範囲と考えられることから、クル
ーズ需要の低下によるロスシェアリングは民間開発事業には適用しないなどの、プ
ロフィットシェアリング条項の適用についても、精査していくことが必要と考えら
れる。


